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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載していない。 

２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

回次 第78期中 第79期中 第80期中 第78期 第79期 

会計期間 

自 平成15年 
３月１日 

至 平成15年 
８月31日 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成16年 
８月31日 

自 平成17年 
３月１日 

至 平成17年 
８月31日 

自 平成15年 
３月１日 

至 平成16年 
２月29日 

自 平成16年 
３月１日 

至 平成17年 
２月28日 

売上高 (千円) 228,482 240,818 244,130 470,423 481,908 

経常利益 (千円) 46,705 54,537 38,259 100,426 106,433 

中間（当期）純利益 (千円) 21,761 27,183 21,734 53,270 52,460 

持分法を適用した場

合の投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 

発行済株式総数 (千株) 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 

純資産額 (千円) 866,758 900,939 917,702 897,944 926,181 

総資産額 (千円) 1,404,951 1,428,164 1,495,734 1,421,925 1,445,496 

１株当たり純資産額 （円） 144.49 150.24 153.09 149.71 154.48 

１株当たり中間（当

期）純利益金額 
（円） 3.62 4.53 3.62 8.88 8.75 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

（円） － － － － － 

１株当たり中間（年

間）配当額 
（円） － － － 4 5 

自己資本比率 （％） 61.7 63.1 61.4 63.1 64.1 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) 45,706 53,302 32,244 72,806 82,207 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) △3,990 △9,258 △74,511 △34,922 △22,598 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) △32,223 △32,493 39,452 △40,738 △41,370 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(千円) 78,282 77,487 81,360 65,936 84,175 

従業員数〔外、平均

臨時雇用者数〕 
（人） 

11 

〔9〕

11 

〔9〕

11 

〔8〕

10 

〔9〕

12 

〔8〕



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はない。 

３【関係会社の状況】 

 当社は関係会社を有していないため、記載すべき事項はない。 

４【従業員の状況】 

提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は当中間会計期間の平均人員を［ ］外数で記載している。 

  平成17年８月31日現在

従業員数（人） 11［8］  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における我が国経済は、輸出関連企業収益の増大とともに設備投資が一段と増加し、個人消費も

緩やかに増加しており、原油高騰の影響に懸念が残るものの全般に改善が進んでおり、堅調に推移致した。 

 この間にあって、当会社の関連する不動産業界は貸付建物の再貸付に苦慮しつつ、引き続き低迷している。ま

た、倉庫・運輸業界は貨物等の市況が厳しい中、運賃等は伸びたが、原油高騰の影響により一層厳しい環境となっ

た。 

 このような厳しい環境のもと、当中間会計期間の営業収入は244,130千円（前中間期比3,311千円 1.4%増）、経

常利益は38,259千円（前中間期比△16,277千円 29.8%減）、中間純利益で21,734千円（前中間期比△5,448千円 

20.0%減）を計上することになった。 

 各部門の状況はつぎのとおりである。 

（倉庫運輸部門） 

 倉庫業務については、貸付倉庫等の営業収入は6,880千円（前中間期と同額）となった。 

 運輸業務については、輸送量の増加等により、営業収入は41,055千円（前中間期比1,080千円 2.7%増）となっ

た。 

 以上により倉庫運輸部門としての営業収入は47,935千円（前中間期比1,080千円 2.3%増）となった。 

（不動産部門） 

 不動産業務については、「大崎ビル」「ニュー大崎ビル」等の不動産賃貸及び管理を主に営業活動に努めた結

果、営業収入は166,127千円（前中間期比620千円 0.4%増）となった。 

（その他の事業） 

 火災保険等の損害代理業務の手数料収入は231千円（前中間期比△10千円 4.2%減）となった。また、たばこ等

の商品販売の営業収入は29,836千円（前中間期比1,620千円 5.7%増）となった。 

 この結果、その他の事業の営業収入は30,067千円（前中間期比1,609千円 5.7%増）となった。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、「（1）業績」で記載したとおり、

税引前中間純利益が37,518千円と順調だったが、前期末に比べ2,814千円減少し、当中間会計期間末には81,360千

円となった。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動による資金の増加は32,244千円（前中間期比21,058千円減）となった。これは

主に、税引前中間純利益が37,518千円と前中間期に比べ10,488千円減少したことによるものである。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動による資金の減少は、74,511千円（前中間期比65,252千円増）となった。これ

は主に有形固定資産の取得等によるものである。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動による資金の増加は39,452千円（前中間期は32,493千円の減少）となった。こ

れは主に長期借入の収入によるものである。 



２【販売の状況】 

 当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。 

１．倉庫運輸部門 

２．不動産部門 

３．その他 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はない。 

区分 金額（千円） 前中間期比（％） 

貸庫業収入 6,880 0.0 

運賃収入 41,055 2.7 

合計 47,935 2.3 

区分 金額（千円） 前中間期比（％） 

不動産販売 － － 

不動産賃貸 110,297 0.6 

不動産管理 46,041 5.7 

駐車料収入 7,907 1.4 

不動産仲介手数料 1,881 △58.1 

合計 166,127 0.4 

区分 金額（千円） 前中間期比（％） 

損害保険代理業務 231 △4.2 

雑商品販売 29,836 5.7 

合計 30,067 5.7 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前事業年度末において計画中であった不動産部門におけるニュー大崎ビル空調設備更新工事は平成17年５月に完了

した。又、倉庫運輸部門におけるタンクローリーの更新３台の内２台は平成17年３月に完了し、残り１台の完了予定

は平成17年10月から平成18年２月に変更した。これに伴う輸送能力に変化はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はない。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 24,000,000 

計 24,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年８月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年11月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,000,000 6,000,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,000,000 6,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年3月1日～ 

   平成17年8月31日  
－ 6,000 － 300,000 － 200 

  平成17年８月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

田中 光代 神奈川県足柄上郡松田町寄１番地 3,161 52.68 

田中 幸代 神奈川県足柄上郡松田町寄１番地 1,340 22.35 

彦坂 昇一 東京都大田区久が原6-19-16 78 1.30 

長谷川 際一 埼玉県さいたま市鹿手袋4-18-6 74 1.23 

辻口 喜廣 北海道亀田郡椴法華村字八幡町86-1 50 0.83 

真家 典良 東京都大田区久が原4-32-1 49 0.82 

黒崎 恒夫 栃木県塩谷郡氏家町2710 37 0.63 

水口 増人 埼玉県所沢市松葉町15-15 36 0.60 

横浜倉庫株式会社 東京都港区海岸3-20-20 33 0.55 

神谷 信一 埼玉県坂戸市伊豆の山町4-16 31 0.52 

計 － 4,890 81.51 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものによっている。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  平成17年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     5,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,967,000 5,967 － 

単元未満株式 普通株式    28,000  － 
1単元（1,000株） 

未満の株式  

発行済株式総数 6,000,000 － － 

総株主の議決権 － 5,967 － 

  平成17年８月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

品川倉庫建物株式

会社 
東京都品川区大崎3-6-17 5,000 － 5,000 0.08 

計 － 5,000 － 5,000 0.08 

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高（円） 332 299 295 298 310 320 

最低（円） 280 255 260 286 280 274 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

 ただし、当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第3項のただし書き

により、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人大手門

会計事務所による中間監査を受けている。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社がないので中間連結財務諸表を作成していない。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年８月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   94,387   98,260 101,075   

２ 売掛金   12,154   12,278 10,640   

３ たな卸資産   17,256   17,408 16,289   

４ 繰延税金資産   3,894   3,096 3,657   

５ その他 
  
※3 
  

6,075   7,156 13,794   

６ 貸倒引当金   △122   △120 △90   

流動資産合計     133,645 9.4 138,079 9.2   145,366 10.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※1、 
2 

        

(1）建物   242,418   233,553 236,335   

(2）建物附属設備   41,419   88,639 42,552   

(3）土地   862,288   862,288 862,288   

(4）その他   21,159   38,015 25,779   

計     1,167,285 1,222,496   1,166,956 

２ 無形固定資産     84,282 84,282   84,282 

３ 投資その他の資産           

(1）繰延税金資産   18,715   23,658 22,439   

(2）その他   24,235   27,231 26,468   

(3) 貸倒引当金    －   △15 △17   

計     42,950 50,875   48,890 

固定資産合計     1,294,519 90.6 1,357,654 90.8   1,300,129 89.9

資産合計     1,428,164 100.0 1,495,734 100.0   1,445,496 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日） 
当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   220   － 102   

２ 短期借入金 ※２ 16,536   21,246 16,536   

３ 未払法人税等   25,318   17,657 25,118   

４ 賞与引当金   4,379   4,054 3,880   

５ その他 ※３ 35,376   31,288 36,834   

流動負債合計     81,830 5.7 74,246 4.9   82,471 5.7

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 102,199   158,712 93,931   

２ 退職給付引当金   8,587   9,677 9,726   

３ 役員退職慰労引
当金 

  40,805   51,605 48,980   

４ 長期預り保証金   293,804   283,791 284,205   

固定負債合計     445,395 31.2 503,785 33.7   436,842 30.2

負債合計     527,225 36.9 578,032 38.6   519,314 35.9

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     300,000 21.0 300,000 20.1   300,000 20.8

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   200   200 200   

資本剰余金合計     200 0.0 200 0.0   200 0.0

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   74,800   74,800 74,800   

２ 任意積立金   201,000   201,000 201,000   

３ 中間（当期）未
処分利益 

  325,651   342,687 350,929   

利益剰余金合計     601,451 42.1 618,487 41.4   626,729 43.3

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    △78 △0.0 259 0.0   202 0.0

Ⅴ 自己株式     △634 △0.0 △1,244 △0.1   △950 △0.0

資本合計     900,939 63.1 917,702 61.4   926,181 64.1

負債資本合計     1,428,164 100.0 1,495,734 100.0   1,445,496 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     240,818 100.0 244,130 100.0   481,908 100.0 

Ⅱ 売上原価     125,717 52.2 146,332 59.9   263,050 54.6

売上総利益     115,101 48.8 97,798 40.1   218,857 45.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    59,790 24.8 58,623 24.0   110,655 23.0

営業利益     55,310 23.0 39,175 16.1   108,202 22.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   938 0.4 794 0.3   1,185 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   1,711 0.8 1,709 0.7   2,954 0.6

経常利益     54,537 22.6 38,259 15.7   106,433 22.1

Ⅵ 特別利益     134 0.1 －   134 0.0

Ⅶ 特別損失     6,665 2.8 741 0.3   13,330 2.8

税引前中間（当
期）純利益 

    48,006 19.9 37,518 15.4   93,237 19.3

法人税、住民税及
び事業税 

  24,702   16,480 48,329   

法人税等調整額   △3,878 20,823 8.6 △696 15,783 6.5 △7,552 40,776 8.4

中間（当期）純利
益 

    27,183 11.3 21,734 8.9   52,460 10.9

前期繰越利益     298,468 320,952   298,468 

中間（当期）未処
分利益 

    325,651 342,687   350,929 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  48,006 37,518 93,237

減価償却費   11,818 17,561 23,721

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △971 △49 168

役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
△） 

  8,388 2,625 16,562

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  40 28 25

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  1,690 173 1,192

受取利息及び受取配
当金 

  △112 △111 △115

支払利息   1,306 1,519 2,493

売上債権の増減額
（増加：△） 

  △2,834 △1,638 △1,319

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △584 △1,119 382

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  220 △102 102

未払消費税の増減額
（減少：△） 

  908 △3,398 1,322

前受金の増減額（減
少：△） 

  395 176 △763

長期預り保証金の増
減額（減少：△） 

  △33 △414 △9,632

その他   13,516 4,823 8,293

小計   81,756 57,592 135,671

利息及び配当金の受
取額 

  112 111 115

利息の支払額   △1,306 △1,519 △2,493

法人税等の支払額   △27,258 △23,941 △51,086

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  53,302 32,244 82,207

 



    
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △15,600 △15,600 △31,200

定期預金の払戻によ
る収入 

  15,600 15,600 31,200

有形固定資産の取得
による支出 

  △9,619 △74,356 △21,193

その他   360 △154 △1,404

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △9,258 △74,511 △22,598

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

長期借入による収入   － 92,000 －

長期借入金の返済に
よる支出 

  △8,268 △22,509 △16,536

自己株式の取得によ
る支出 

  △270 △294 △586

配当金の支払額   △23,954 △29,744 △24,247

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △32,493 39,452 △41,370

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額(減少:△) 

  11,550 △2,814 18,239

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  65,936 84,175 65,936

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  77,487 81,360 84,175

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

・・・中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

・・・決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定してい

る。） 

  時価のないもの 

・・・移動平均法による原

価法 

  時価のないもの 

・・・移動平均法による原

価法 

  (2）たな卸資産 

販売用不動産 個別法による

原価法 

(2）たな卸資産 

販売用不動産 同左 

(2）たな卸資産 

販売用不動産 同左 

  商品     先入先出法に

よる原価法 

商品     同左 商品     同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

 定率法によっている。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物については、定額

法によっている。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりである。 

建物    ４～47年 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してい

る。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込

額に基づき計上している。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務に基づき、当中間会計

期間末において発生していると

認められる額を計上している。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、10年による均等額を

費用処理している。 

(3）退職給付引当金 

       同左 

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務に基づき計上している。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては、10年による均等額を

費用処理している。 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上している。 

 なお、役員退職慰労引当金は

第77期から計上することとした

が、この変更時における過年度

相当額39,992千円は３年間にわ

たって均等繰入することとした

ため、当中間期は6,665千円を

特別損失に計上している。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上している。 

  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上している。 

 なお、役員退職慰労引当金は

第77期から計上することとした

が、この変更時における過年度

相当額39,992千円は３年間にわ

たって均等繰入することとした

ため、当事業年度は13,330千円

を特別損失に計上している。 

        

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっている。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっている。 

６．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

      

消費税等の会計処理  税抜方式によっている。 同左 同左 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日） 

  

  

―――――― 

 (耐用年数の変更) 

 車輌運搬具（タンクローリー）に

ついて、近年の性能、耐久性及び整

備技術の向上により物理的可能使用

期間が長期化していることから、当

社における使用実態に照らし、車輌

運搬具の耐用年数を従来の４年から

８年へ変更している。 

 この結果、従来と同一の基準によ

った場合と比べて減価償却費は2,021

千円減少し、営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益はそれぞれ同額

増加している。 

  

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法）  

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間期から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い法人事業税の付加価値割

および資本割についは、販売費及び

一般管理費に計上している。 

 なお、これによる影響額は軽微で

ある。 

  

  

―――――― 

  

  

 
 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年８月31日） 
当中間会計期間末 
（平成17年８月31日） 

前事業年度末 
（平成17年２月28日） 

  （千円） （千円） （千円）

※１．有形固定資産の減価償却累

計額 
876,118 879,544 885,828 

※２．担保資産       

土地 498,168 498,168 498,168 

建物 115,702 110,175 112,871 

合計 613,871 608,343 611,039 

（上記は下記の担保に供し

ている） 

      

短期借入金 16,536 21,246 16,536 

長期借入金 102,199 158,712 93,931 

合計 118,735 179,958 110,467 

※３．消費税等の取扱い  このうちには、仮払消

費税等を相殺消去後の仮

受消費税等が含まれてい

る。 

 このうちには、仮受消

費税等を相殺消去後の仮

払消費税等が含まれてい

る。 

────── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

※１．営業外収益のうち主要項目 （千円） （千円） （千円）

受取利息 2 2 5 

※２．営業外費用のうち主要項目       

支払利息 1,306 1,519 2,493 

３．減価償却実施額       

有形固定資産 11,818 17,561 23,721 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日）

当中間会計期間 
（自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日）

前事業年度 
（自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日）

 現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高と中間貸借対照表

（貸借対照表）に掲記されている

科目の金額との関係 

      

  (平成16年８月31日現在) (平成17年８月31日現在) (平成17年２月28日現在) 

  (千円) (千円) (千円) 

現金及び預金勘定 

預入期間が３カ月を超える定期

預金 

現金及び現金同等物 

94,387 

△16,900 

77,487 

98,260 

△16,900 

81,360 

101,075 

△16,900 

84,175 



（リース取引関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても該当事項はない。 

（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成16年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

（当中間会計期間末）（平成17年８月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

（前事業年度末）（平成17年２月28日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間はデリバティブ取引がないので該当事項はない。 

また、当中間会計期間及び前事業年度はデリバティブ取引にヘッジ会計を適用しているため該当事項はない。 

  取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

株式 1,056千円 926千円 130千円 

計 1,056千円 926千円 130千円 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,000千円 

  取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

株式 1,056千円 1,488千円 432千円 

計 1,056千円 1,488千円 432千円 

その他有価証券   

非上場株式 1,000千円 

  取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式 1,056千円 1,394千円 338千円 

計 1,056千円 1,394千円 338千円 

その他有価証券   

非上場株式 1,000千円 



（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、つぎのとおりである。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

１株当たり純資産額 150円24銭 153円09銭    154円48銭 

１株当たり中間純利益 4円53銭 3円62銭  8円75銭 

    

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間（当期）純利益（千円） 27,183 21,734 52,460 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
27,183 21,734 52,460 

普通株式の期中平均株式数（株） 5,997,300 5,995,135 5,996,740 



(2）【その他】 

 該当事項はない。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第79期）（自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日）平成17年５月27日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はない。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１６年１１月２５日

品川倉庫建物株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人大手門会計事務所 

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 池 上  健 志  印 

  関与社員   公認会計士 原 井    純  印 

  関与社員   公認会計士 小 林  治 郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている品川

倉庫建物株式会社の平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの第７９期事業年度の中間会計期間（平成１６年

３月１日から平成１６年８月３１日）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、品川倉庫建物株式会社の平成１６年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６

年３月１日から平成１６年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１１月２４日

品川倉庫建物株式会社     

  取締役会 御中   

  監査法人大手門会計事務所 

  

代表社員 

業務執行 

社員 

  公認会計士 池 上  健 志  印 

  
業務執行 

社員 
  公認会計士 原 井    純  印 

  
業務執行 

社員 
  公認会計士 小 林  治 郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている品川

倉庫建物株式会社の平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第８０期事業年度の中間会計期間（平成１７年

３月１日から平成１７年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、品川倉庫建物株式会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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